
主な重点事業の概要について 

・ 分科会での審議などを踏まえ，検討している取組（重点事業）の内容について説明し，意見を伺うもの 

 

１ 健康づくり推進体制の整備・支援 

基本施策 保健・医療サービスの質を高める 

事業の目的・ 

必要性 

市民が，ライフステージにあわせた健康づくりに取り組み，健康増進が図れるよう，地域の健康づくりの核となる人材を

養成し健康づくり活動を支援する。 

事業の全体概要

○ 地域における健康づくり推進員の養成・意識啓発活動 

・健康づくり推進員の養成 ・食生活改善推進員養成講座の実施 ・全体研修会の開催 ・地域拠点の合同研修会の開催 

○ 地域における健康づくり実践活動への支援 

・実践活動支援費の補助 ・健康づくり実践活動の支援及びアドバイス 

スケジュール 

平成１８年度：養成講座・全体研修会の開催等 実線活動支援費の補助 

平成１９年度：養成講座・全体研修会の開催等 実線活動支援費の補助 

※平成２０年度以降も継続実施 

事業イメージ 

主な健康づくり実践活動のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康診査の受診の呼びかけ 
生活習慣病の予防に関する 
講演会の開催 
「肥満を防ぐためには」など 

健康づくりのための体操やウォーキングの実践 
例：ウォーキング教室，ストレッチ教室 

健康づくり推進組織 

推進組織数⇒２２年度までに 

      ３９地区を設置する。 

地域のイベント等への参加 市主催の保健事業への協力

テーマを決めた調理実習 
例：生活習慣病予防の料理 
  母と子の料理，男性のための料理教室 

資料３ 
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２ こころのバリアフリーの推進 

基本施策 都市の福祉力を高める 

事業の目的・ 

必要性 

市民が，高齢者や障がい者に対する思いやりのこころをはぐくむことができるよう，「こころのバリアフリー」の意識啓発のための情報

提供の実施や，高齢者，障がい者等との交流機会の場であるイベントを開催する。 

事業の全体概要

○ 広報紙を活用した情報提供の推進 

・広報紙，市公式ＨＰ等を活用した，人権問題の啓発や各種イベント開催等の情報提供 

○ 福祉の祭典の開催 

・本市社会福祉事業の増進に貢献した方の表彰 

・福祉関連のイベントの実施 

○ 福祉都市宣言の周知 

・平成８年に定めた「福祉都市宣言」の普及・啓発 

○ 福祉のまちづくり推進協議会との連携強化 

   ・市民・事業者が主体的に「福祉のまちづくり」を推進するための組織である推進協議会への支援 

    

スケジュール 

１９年度～ 市民福祉の祭典の開催 

２０年度「こころのバリアフリーハンドブック」作成 
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事業イメ－ジ 

 

だれもが暮らしやすいまち 

                 

 

          啓発運動         こころのバリアフリーの推進          教育 

 

 

 

 物理的バリア 

道路や建築物の段差や

設備の不備 

 

制度的バリア 
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文化・情報面のバリア 

点字や手話通訳の情報伝
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３ 地域保健・福祉体制の充実 

基本施策 都市の福祉力を高める 

事業の目的・ 

必要性 

市民が身近な場所で，保健・福祉に関する総合的なサービスを利用できるよう，サービス提供体制の整備や情報の管理システム等の

整備を推進する。 

事業の全体概要

○ 保健・医療・福祉サービス体制の総合化の推進 

・地域における保健福祉サービス提供の推進 

⇒地域の拠点となる３か所の地区市民センターに「保健と福祉に関する総合相談窓口」を活用し，より市民が身近な場所で相談や

サービスを受けやすくする。 

○ 地域における福祉サービスの充実 

・地域包括支援センターの設置 

 ⇒高齢者が要介護状態になることを予防するとともに，要介護状態となった場合においても，可能な限り地域において自立した生

活を営むことができるよう，地域において介護予防マネジメントや権利擁護事業等を一体的に実施する役割を担う，地域包括支

援センターを中核拠点とする。 

・ひとり暮らし高齢者等安心ネットワークシステムの推進 

   ⇒ひとり暮らし高齢者等が住み慣れた地域の中で，安心して生活を送ることができるよう，地域における見守り体制と公的な福祉

サービスを組み合わせた安否確認を行なうシステムを構築する。 

・災害時要援護者マニュアルの策定 

⇒本市における要援護者に対する支援体制を整備することにより，風水害や地震等の自然災害が発生した場合に，ひとり暮らし

高齢者・障がい者等の要援護者に対し迅速かつ的確な対応が図れるよう実効性ある事業を推進する。 

○ 出前保健福祉講座の推進 

○ 社会福祉協議会・福祉協力員との連携強化 

○ 民生委員・児童委員との連携強化 

スケジュール 各年実施 
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事業イメージ 

災害時要援護者登録制度のイメージ図 

 

  

          

                       

             登録申請 

安否確認・救助等       （情報提供の同意） 

情報提供                                        情報共有 

                                           個人情報保護の 

                                                                協定書締結 

              避難支援 

                      安否確認 

避難支援               避難支援者の選任. 

避難所の特定 

                        【日頃からの友好の 

つきあい・見守り】     
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４ 介護予防の推進 

基本施策 ３ 高齢期の生活を充実する 

事業の目的・ 

必要性 

介護保険法施行規則の一部改正により，地域包括支援センターの事業内容が拡充されることから，地域における介護予防事業

を一層充実させ，要介護高齢者等の減少を図る必要がある。 

このため，介護予防の拠点である地域包括支援センターの機能強化を図り，介護予防事業を積極的に推進する。 

事業の全体概要

○ 地域における普及啓発 

・あらゆる機会を捉えた，介護予防についての普及啓発事業の強化 

・自治会公民館等における教室の開催 

○ 地域の実情に応じた介護予防事業プランの作成・実践 

  ・地域と連携しながら，地域性を考慮した効率的な介護予防事業の検討・実践 

   ① 介護予防に取組む地域の組織化 

   ② 関係機関と連携した担い手（ボランティア等）の育成 

③ 地域の社会資源の把握をするとともに，関係団体との連携強化 

④ 地域ごとの自発的な健康体操（ラジオ体操など）の実施促進 

⑤ 一般高齢者対象の介護予防マネジメントの実施 

 

スケジュール 

平成２１年度 地域包括支援センターの機能強化 

         ・ 介護予防の普及啓発 

         ・ 介護予防事業プランの作成 

平成２２年度 介護予防事業プランに沿った事業の実施 

 



事業イメージ 
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５ 高齢者総合相談機能の充実 

基本施策 ３ 高齢期の生活を充実する 

事業の目的・ 

必要性 

団塊世代を含めた中高年世代の知識や経験をまちづくりに活かすとともに，第２の人生を健康でいきいきと暮らすことができるよう

支援するため，多様な相談に対応する総合的な相談機能の充実を図る。 

事業の全体概要

○ 高齢者総合相談機能の充実 

 ・ 時 期：平成２０年度～ 

 ・ 内 容：福祉分野を含めた地域活動の相談，生活設計相談，就業・起業相談，研修・資格取得の相談，大学等関係機関と連携

した各種講座の開催 

スケジュール 
平成１９年度 事業内容の検討 

平成２０年度 機能拡充 

事業イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇

都

宮

市 

相談 高

齢

者 
高齢者総合相談拠点 

支援

大学 
市民活動サポートセンター 
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６ 就労支援事業の充実 

基本施策 障がいのある人の生活を充実する 

事業の目的・ 

必要性 

授産品の販売促進を図るとともに，障がい者の就労体験・訓練の機会を確保し，一般就労する際のフォロー体制の整備等により，

就労を支援し，障がい者の自立・社会参加を促進する。 

事業の全体概要

○ 授産品の販売促進 ⇒ 店舗事業への支援，販路拡大への支援 

○ 障がい者インターンシップ支援事業 ⇒ 職場実習体験の場の確保 

○ ジョブコーチ支援事業 ⇒ ジョブコーチ派遣に対する支援 

《ジョブコーチ》 

障がい者の就労の安定を図るため，事業所にジョブコーチ（職場適応援助者）を派遣し，障がい者や事業主に対して，雇用の前後を通じ

て障がい特性を踏まえた直接的，専門的な援助を行う。 

スケジュール 
平成２０年度～ 事業実施の検討 

平成２１年度～ 事業実施 
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事業イメージ 
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福祉的就労 作業訓練 
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７ きめ細かな保育サービスの提供（多様な保育資源の活用促進・ニーズに対応した保育サービスの充実） 

愛情豊かに子どもたちを育む 
基本施策 

（事業名：多様な保育資源の活用促進） （事業名：ニーズに対応した保育サービスの充実） 

事業の目的・ 

必要性 

多様化する保育ニーズへの対応や仕事と子育ての両立を支

援するため，幼稚園など既存保育資源の活用や事業所内保

育施設の設置を促進し，子育て支援施設を充実することによ

り，安心して子どもを生み育てられる環境の整備を図るもの。 

就労形態の多様化などにより，一般保育では対応できない保育

ニーズへの対応や，増加傾向にある待機児童の解消のため，きめ細

やかな保育サービスを提供することにより，安心して子どもを生み育

てられる環境の整備を図るもの。 

事業の全体概要

○ 認定こども園の設置促進 

幼稚園及び保育所等における小学校就学前の子どもに対

する教育及び保育，保護者に対する子育て支援を総合的に提

供する「認定こども園」について，保育需要・地域バランスなど

を考慮し，関係機関等と協議を進めながら，設置を促進する。

 

○ 事業所内保育施設の設置促進 

市内に事業所を有する事業主（仕事と子育ての両立支援の

取組の実施を条件）が，新たに小規模な事業所内保育施設の

設置する場合，設置に要する費用の一部を補助する。 

・対象経費 土地の取得費を除く施設の建築費，工事費，

設計監理料，施設の購入費等 

 

○ 特別保育の充実 

保護者のニーズや利便性，地域バランス等を考慮しながら，長時

間延長保育，一時保育，休日保育，乳幼児健康支援一時預かり

（病後児保育）の各特別保育事業について，計画的に実施園を拡

大していく。 

 

○ 家庭的保育事業（保育ママ）の実施 

待機児童の状況を考慮しながら，基幹保育園と連携した保育マ

マを配置し，保育に欠ける３歳未満児の保育を行う。 

 ・保育ママ 保育士又は看護師の資格を持つ者 

 ・実施場所 保育ママの居宅内等の専用室（面積９.９㎡以上） 

 ・定員 ３名以内（補助者がいる場合５名以内） 

スケジュール 

【事業所内保育施設の設置促進】 

平成２０年度 補助事業の実施 

 

【家庭的保育事業】 

平成２０年度 保育ママによる保育の実施 

 



事業イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立基幹保育園 

（石井・竹林・西部・北雀宮）

支援・連携 

・保育内容の計画･管理 

・研修の実施と指導・助言 

・休暇時の児童の保育を園で実施

・児童の健康診断を園で実施 等

保育ママ 

待機 

児童 

事業所内保育施設の設置促進 

認定こども園の設置促進 

家庭的保育事業の実施

特別保育の充実 

民間保育園 

公立保育園 
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８ 地域防犯ネットワークの構築 

基本施策 日常生活の安心感を高める 

事業の目的・

必要性 

市民の身近なところで発生する犯罪が増加傾向にあり，多くの市民が犯罪被害に対する不安を感じている状況の中,地域の治安の悪

化に対して強い問題意識を持つ地域住民によって，多くの防犯ボランティア団体が結成され,自主的な取組が進められている。それら地

域で行われている防犯活動を効果的で継続的なものにするため，防犯活動団体のネットワーク化を図る。 

事 業 の 全 体

概要 

○防犯活動団体に対する活動支援 

地域で自主的に行われている防犯活動団体の活動を支援する。 

 ・地域防犯ネットワークの構築 

地域で活動する自主防犯活動団体の間，市と地区との間及び地区間において，情報の共有化や連携等が促進されるよう，ネットワ

ークを構築し，それを活用した防犯施策を展開する。 

 ・地域防犯活動支援補助制度の実施 

   活動経費の助成を含めた支援制度を確立し，地域で自主的に行われる防犯活動が効果的・継続的に行われるよう支援する。 

 

スケジュール 

・ 地域防犯ネットワークの構築 ⇒ 平成 20 年度までに市内 39 地区で構築 

・ 地域防犯活動支援補助制度の実施 ⇒ 平成 20 年度から実施予定 

 



事業イメージ
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